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平成２１年６月１０日 
 
 各  位 
 

会 社 名     サ ト ウ 食 品 工 業 株 式 会 社              
代表者名 代 表 取 締 役 社 長         佐藤 功 

（コード番号 ２９２３ 東証第二部） 
問合せ先 常務取締役管理本部長 笠原康司 

（ＴＥＬ ０２５－２７５－１１００） 
 

内部統制システム構築の基本方針の一部改定に関するお知らせ 
 
 当社は、平成２１年６月１０日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を、

下記のとおり一部改定することを決議いたしましたのでお知らせいたします。（変更箇所は下線

で示しております。） 
 

記 
 
当社は、会社法の施行に伴い、代表取締役社長により具体的に実行されるべき当社の内部統制

システムの構築において、遵守すべき基本方針を次の通り定めるものである。 
 また、当社では『誠実と責任とを以って日々努力を重ね、より品質を高めて消費者の信頼に応

えよう』という社是を経営理念とし、内部統制システムについては、企業としての社会的信頼に

応え、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にし、社会的責任を常に意識した健全な事業活動の

推進に取り組み、食品メーカーとして信頼していただける企業となるよう努めることとする。 
 
１．取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
  取締役及び使用人のコンプライアンスの維持は「コンプライアンス規程」に基づき各取締役

が責任役員として自己の担当部署について責任を持って法令・定款の遵守の徹底を図り、万一

コンプライアンスに関する重要な事態が発生した場合には、直ちにその内容・対処案を責任役

員から取締役会、監査役に報告するものとする。 
  監査役は当社のコンプライアンス体制に問題があると認められるときは、意見を述べるとと

もに、必要に応じて運用状況の検証を行い改善策の策定を求めることとする。 
 
２．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
  取締役の職務執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程に従い適切に保存及び管理（廃

棄を含む）を行うとともに、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直しを行うこととす

る。 
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３．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 
  当社は、取締役会を毎月１回定時に開催するほか、必要に応じて随時開催するものとし、重

要事項の決定並びに取締役の職務執行状況の監督について業務報告を通じ定期的に行い、経営

方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に役付取締役を中心とした常務会を開催し、

意思決定を機動的に行うこととする。 
  また、取締役会の決定に基づく取締役の職務執行を効率的に実現するため、経営トップと各

部署の責任者により構成される部課長会議を毎週開催し、事業計画等が当初の予定通りに進捗

しているか審議・連絡及び調整を行うこととする。 
 
４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
  当社は、「リスク管理規程」により、リスクの予防・リスクの発生に備えた事前準備や処理体

制の確立を行う。そのうえ代表取締役社長に直属する部署として、監査室を設置し、定期的に

「内部監査規程」による監査を実施するとともに、監査実施項目・監査方法や「リスク管理規

程」等の見直しも定期的に実施・検証し、必要があれば改正を行うものとする。 
  監査室の監査により法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険があると推測される場

合またはそのような業務執行行為が発見された場合には、その内容及びそれがもたらすまたは

もたらした損失の程度等について「リスク管理規程」に基づき、直ちに責任役員から取締役会、

監査役に報告し、そのリスクの程度に応じた対応策を策定するとともに直ちにリスク発生に対

処する体制を構築することとする。 
  また、監査室の活動を円滑にするため、定期的に各規程等の整備を各部署に求め、監査室の

監査方針・「リスク管理規程」等各規程及び職務権限と責任の所在等について全使用人に周知徹

底する。 
 
５．当社及び関係会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
  関係会社に関する業務の適正を確保するための部署である管理本部において、社内規程に従

い関係会社の経営管理を行うとともに、その経営内容や重要案件について定期的に報告・協議

を行うこととする。 
  監査室は原則として毎年１回以上、定期または臨時に実地監査を行い、関係会社に損失等の

危険（おそれのある場合を含む）を発見した場合には、直ちにその内容及び当社に対する影響

等について、当社の取締役会及び担当部署に報告するものとする。 
 
６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 
  監査役の職務を補助すべき者として、当社の使用人から監査役補助者を任命する。 
  当該使用人は、監査役の指揮命令下で職務を遂行しその評価については監査役が行いその補

助者の任命・解任・人事異動・賃金等の改定については、監査役会の同意を必要とすることと

し、取締役からの独立性を確保するものとする。 
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７．監査役への報告体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
  取締役及び使用人は、監査役の指示に従い、報告すべき事項は要求された期限を厳守し、報

告事項、情報、資料等速やかに報告・提示するなど、監査役の要請する事項には全面的に協力

する体制を徹底する。また会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実及び法令違反その他の

コンプライアンス上の問題を発見したときは、「社内通報規程」に基づき直ちに監査役に報告す

るものとする。 
  常勤監査役は取締役会の他、重要な意思決定の過程及び職務執行状況を把握するため、部課

長会議など重要な会議に出席するとともに、稟議書その他職務執行に関する重要な文書を閲覧

し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることとする。 
  なお、監査役は組織的かつ効率的な監査体制が実現できるよう代表取締役社長及び当社の会

計監査人と定期的に意見交換を行うなど連携を図っていくものとする。 
 
８．財務報告の適正及び信頼性を確保するための体制 

当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令に基づく

内部統制報告制度を有効かつ適切に運用するとともに、継続的に運用評価・有効性の確認を行

い、必要があれば改善を行うものとする。 
 
９．反社会的勢力排除に向けた体制 

  当社は、「コンプライアンス規程」において、社会秩序や会社の健全な経営に脅威を与える反

社会的勢力・団体に対しては、毅然とした態度で行動することを明記し、その堅持に努めてお

り、名目の如何を問わず一切の関係の遮断を全社統一した対応の基本方針として行動すること

とする。 
 

以 上 


